
 
 
①第 1審（地方裁判所） 
裁判所名 
事件番号 

判決 
年月日 

関係 
独立行政法人等 

事件の概要 判決区分 備考 

名古屋地裁 
15（行ウ）7 

平成 15年 5月 8日 核燃料サイクル

開発機構 
＜法人文書不開示処分取消請求事件＞ 
 調査対象地域等を具体的に示すことにつながり得る情報

を不開示とした処分の取消しを求めたもの 

請求認容 
 

被告控訴 
 名古屋高裁 

15（行コ）34 
東京地裁 
15（行ウ）369 

平成 16年 2月 13日 日本郵政公社 ＜行政文書不開示処分取消請求事件＞ 
 特定個人の貯金通帳及び取引明細書の不開示決定につい

て、不開示とした処分の取消し等を求めたもの 

請求棄却  

 
 
 
②控訴審（高等裁判所） 
裁判所名 
事件番号 

判決 
年月日 

関係 
行政機関 

事件の概要 判決区分 備考 

名古屋高裁 
15（行コ）34 

平成 16年 1月 28日 核燃料サイクル
開発機構 

＜法人文書不開示処分取消請求事件＞ 
 不開示部分の範囲が一義的に明確ではないとして不開示

処分の取消しを命じた第 1審判決についての控訴審 

控訴認容 名古屋地裁に差

戻し 

 


